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図１ 沖縄男性と全国男性の平均寿命の推移
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沖縄県と全国の男性の年齢調整死亡率の較差の縮小に寄与した

死因と年齢について
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目的 対象集団の年齢調整死亡率の基準集団のそれに対する較差の 2 時点間における変化への死

因と年齢の寄与の程度を死因別年齢別に明らかにする新たな指標として，較差変化寄与割合

を提案する。さらにこの指標を用いて1985年から2000年の15年間における沖縄県男性との全

国男性の平均寿命の較差の縮小に寄与した死因と年齢の寄与の程度を推測し，沖縄県民に対

する適切な疾病予防対策に役立てる。

方法 1985年から2000年までの15年間の沖縄県男性の全国男性に対する年齢調整死亡率の較差の

差と，較差変化寄与割合を算出した。

結果 較差変化寄与割合が大きな死因は，脳梗塞（24.26％），心不全（18.45％），その他の脳血

管疾患（15.11％），胃の悪性新生物（11.89％），虚血性心疾患（11.06％），肝疾患（10.93％），

自殺（5.71％），糖尿病（5.36％）であった。脳梗塞，心不全，その他の脳血管疾患，胃の

悪性新生物，虚血性心疾患，糖尿病は65歳以上の高年齢層で，肝疾患と自殺は中年齢層で較

差変化寄与割合が大きかった。

結論 本研究では，沖縄県男性と全国男性の年齢調整死亡率の較差の縮小に寄与した死因と年齢

の寄与について，その寄与の程度を死因別年齢別に明らかにすることができた。

今回の研究で取り上げられた死因とその年齢は，いずれも疾病予防対策上重要であると考

えられる。平均寿命の較差の変化に寄与した死因と年齢の寄与の程度を推測する方法とし

て，較差変化寄与割合は有用な指標であると考えられる。

Key words：較差変化寄与割合，平均寿命，死因，年齢，沖縄

Ⅰ 緒 言

沖縄県は，平均寿命が男女とも高く，平均寿命

の都道府県別順位は1972年の日本復帰後常に上位

であった。しかし，2000年には，沖縄県男性の平

均寿命は77.64歳で全国男性の77.71歳とほぼ同程

度となり，都道府県別順位も全国第26位まで下が

った（沖縄県女性は86.01歳で全国 1 位であっ

た）。全国男性と沖縄県男性の平均寿命の1975年

から2000年までの推移をみると（図 1），沖縄県

男性（以下沖縄）は全国男性（以下全国）に比べ

ておおむね高く，1985年には沖縄は76.34歳，全

国は74.95歳で較差は1.39歳と最も大きくなった

が，2000年にはほぼ同程度となった。

沖縄の平均寿命の全国のそれに対する較差が

1985年から2000年の15年間で縮小した事の理由に，
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図２ 沖縄男性と全国男性の全死因年齢調整死亡率の

推移
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◯１乳幼児死亡率の低下が少ない1) ◯２若中年層で

心臓病，脳卒中，糖尿病，肝臓病による死亡率が

低下していない1～5) ◯３高年層での脳卒中，心臓

病による死亡率の低下が少ない1,2) ◯４肺がん死

亡率が上昇している1,6) ◯５胃がん死亡率が低下

していない1) ◯６自殺死亡率が上昇している1,2,7)

また，◯７長寿であった高齢者層がいなくなり，戦

後の生活習慣で育った年代が老齢化したため，生

活習慣病による死亡率が上昇している8)事などが

あげられている。これらの報告は，死因別死亡率

や年齢別死亡率の変化から較差の縮小への寄与に

ついて考察をしているが，死因と年齢の寄与の程

度を明らかにしていない。我々は，この間の較差

の縮小に寄与した死因と年齢の寄与の程度を死因

別年齢別に明らかにする必要があると考えこの研

究を行った。

ここで，1975年から2000年の沖縄と全国の全死

因年齢調整死亡率の推移をみると，沖縄は全国よ

りおおむね低く，1985年に較差が最も大きかった

が，2000年にはほぼ同程度となっている（図 2）。

全死因年齢調整死亡率は平均寿命と同じく人口動

態統計の年齢別死亡数を用いて求められ，算出方

法や，年齢階級の区分の違いがあるが，両者には

強い負の相関がみられている9)。そこで，年齢調

整死亡率の較差の変化に寄与した死因と年齢の寄

与の程度を求めることにより，平均寿命の較差の

縮小に寄与した死因と年齢の寄与の程度を推測す

ることができると考えられる。

本研究は，年齢調整死亡率の較差変化寄与割合

を表す新たな指標を提案し，さらにこの指標を用

いて1985年から2000年の15年間における沖縄県男

性の平均寿命の全国男性のそれとの較差の縮小に

寄与した死因と年齢についてその寄与の程度を推

測し，県民に対する適切な疾病予防対策に役立て

ることを目的とする。

Ⅱ 研 究 方 法

ある集団の年齢調整死亡率（直接法による）の

基準集団（全国など）のそれとの較差の，2 時点

間における変化への，死因と年齢の寄与の程度を

表現する新たな指標である死因別年齢別較差変化

寄与割合 Pij を次のとおり定義する。

Pij＝
[(Mij11－Mij01)－(Mij10－Mij00)]Wi

（∑
j
∑

i
Mij11 Wi－∑

j
∑

i
Mij01 Wi）－（∑

j
∑

i
Mij10 Wi－∑

j
∑

i
Mij00 Wi）

（式 1)

ここで，Mijkl は，k 集団，l 年における i 年齢

階級，j 死因の死亡率であり，k＝1 を対象集団，

k＝0 を基準集団，l＝0 を始年次，l＝1 を終年次

とする。また，Wi を昭和60年モデル人口の i 年

齢階級の人口割合とする（定義終わり）。

式 1 右辺の分母は，終年次（l＝1）における対

象集団（k＝1）の全死因年齢調整死亡率（∑j∑i

Mij11 Wi）の基準集団（k＝0）のそれ（∑j∑i Mij01

Wi）との差から，始年次（l＝0）における対象

集団の全死因年齢調整死亡率（∑j∑i Mij10 Wi）の

基準集団のそれ（∑j∑i Mij00 Wi）との差を引いた

ものであり，年齢調整死亡率の対象集団の基準集

団に対する較差の始年次から終年次までの差であ

る。分子は，終年次における死因別年齢別死亡率

の対象集団と基準集団の差から，始年次における

差を引いたものすなわち死因別年齢別死亡率較差

の年次差に，昭和60年モデル人口の年齢別人口割

合をかけたものである（なお，定義で用いている

基準集団は，昭和60年モデル人口ではなく，比較

対照となる集団を意味している）。死因別年齢別

較差変化寄与割合 Pij は対象集団の全死因年齢調

整死亡率の基準集団のそれに対する較差の 2 時点

間における変化のうち，j 死因，i 年齢が寄与し

た部分の割合という意味になる。
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また，

Pi＝∑
j

Pij

は i 年齢の較差変化寄与割合であり，

Pj＝∑
i

Pij

は j 死因の較差変化寄与割合である。

P＝∑
j
∑

i
Pij

は全年齢，全死因の較差変化寄与割合の合計で

あり 1 となる。

そこで，沖縄（男性）を対象集団，全国（男性）を

基準集団，始年次を1985年，終年次を2000年とし

て，ここに定義した較差変化寄与割合を算出した。

年齢階級は 5 歳階級とし，85歳以上はひとつの

階級とした。死因は人口動態統計の簡単死因分類

から19の主な死因と，主な死因を除いたその他の

悪性新生物，その他の心疾患，その他の脳血管疾

患と，それ以外の疾患・外因の計23項目とした

（なお，1985年と2000年の間に簡単死因分類の変

更が行われているが，1985年と2000年の簡単死因

分類の死因の内容を確認し，共通するものを用い

ている。）。年齢階級別死亡率の算出に用いる人口

は厚生労働省が国勢調査人口をもとに補正を行っ

た人口10,11)を用いた。死亡数は，人口動態統計の

確定数を用いた。全国男性，沖縄県男性とも当該

年の前後 1 年を含めた計 3 年間の平均を求め死亡

数とした。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 沖縄県男性の全国男性に対する年齢調整死

亡率の較差の年次差

2000年の沖縄県男性の全国男性に対する年齢調

整死亡率の較差の1985年のそれとの年次差は

104.85（年間人口10万対 以下同じ）であった。

これは，1985年に沖縄県男性の全死因年齢調整死

亡率（687.13）の全国男性のそれ（808.24）との

較差（－121.11）が，2000年には沖縄県男性の全

死因年齢調整死亡率（622.53）と全国男性のそれ

（638.79）との較差（－16.26）へと変化（縮小）

したためである。

2. 15年間の沖縄県男性の全国男性に対する較

差変化寄与割合（表 1）

年齢調整死亡率の較差の年次差104.85を100％

とした年齢別較差変化寄与割合 Piは，75～79歳

が最も大きく，65歳以上の合計は71.45％であり，

0～4 歳の合計は1.44％であった。また，15～34

歳と50～59歳では負であった。

死 因 別 較差 変 化 寄 与割 合 Pj は ， 脳 梗塞

（24.26％）が最も大きく，心不全（18.45％），そ

の他の脳血管疾患（15.11％），胃の悪性新生物

（11.89％），虚血性心疾患（11.06％），肝疾患

（10.93％），自殺（5.71％），糖尿病（5.36％）の

順で大きく，肺の悪性新生物は0.21％であった。

また，食道の悪性新生物（－ 5.70％），老衰

（－4.64％）などは負であった。

較差変化寄与割合は，脳梗塞（図3–1），心不全

（図3–2），その他の脳血管疾患（図3–3），虚血性

心疾患（図3–4），胃の悪性新生物などは，年齢が

高くなるにつれておおむね大きくなり，75～85歳

で最も大きくなっていた。肝疾患（図3–5），や自

殺（図3–6）では高年齢層より若中年齢層（肝疾

患40～59歳，自殺35～49歳）で大きくなってい

た。気管，気管支及び肺の悪性新生物（図3–7）

は，70～84歳で較差変化寄与割合は大きかった

が，その他の年齢では 0 に近いまたは負であった。

45～59歳のその他の悪性新生物，55～79歳の糖尿

病，75歳以上の高血圧性疾患，75～79歳の肺炎，

75～79歳のその他の心疾患，20～24歳の交通事故

なども較差変化寄与割合が大きかった。

また，若中年齢層（35～64歳）の生活習慣病の

較差変化寄与割合は，肝疾患が8.82％，糖尿病は

2.68 ％，脳梗塞は 1.40 ％，虚血性心疾患は

0.16％，その他の脳血管疾患は4.70％であった。

また，高年齢層（65歳以上）の較差変化寄与割合

は，脳血管疾患は33.34％，虚血性疾患は10.78％

であった。

Ⅳ 考 察

1. 較差変化寄与割合について

較差変化寄与割合の算出に用いるのは，沖縄県

の年齢別死因別死亡率であり，これに用いる死亡

数の偶然誤差を小さくするために，1985年と2000

年の前後 1 年をあわせた 3 年の平均死亡数を用い

た。また，沖縄県の年齢（5 歳階級）別人口は小

さくない。したがって，較差変化寄与割合の偶然

誤差は小さいものと思われる。しかし，より小規

模の集団で較差変化寄与割合を求める場合，人口
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図3–1 較差変化寄与割合（脳梗塞）

図3–2 較差変化寄与割合（心不全）

図3–3 較差変化寄与割合（その他の脳血管疾患）

図3–4 較差変化寄与割合（虚血性心疾患）

図3–5 較差変化寄与割合（肝疾患）

図3–6 較差変化寄与割合（自殺）

図3–7 較差変化寄与割合（気管，気管支及び肺の悪性

新生物）
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が小さい年齢があると，その年齢の寄与割合の精

度が低くなると考えられるので注意が必要である。

平均寿命と年齢調整死亡率は同じ資料を用いて

算出される。しかし平均寿命では，生命表の生存

数は年齢が高くなるにつれて小さくなるため，高

年齢の死亡率の変化が平均寿命の変化に与える影

響は若年齢のそれに比べ小さく，年齢調整死亡率

では，年齢階級別人口割合を用いるため，人口が

大きい年齢階級の死亡率の変化が年齢調整死亡率

の変化に与える影響はより大きくなるという違い

がある。

平均寿命の研究でよく用いられる Pollad の方

法12)は，生命表を用いて 2 つの集団の較差の寄与

割合又は 2 時点間の変化の寄与割合を算出する方

法であり，直接法年齢調整死亡率の較差変化の寄
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与割合を算出する本指標との違いがある。Pollad

の方法を用いて算出された 2 地域の平均寿命較差

の年齢別寄与割合を，本指標の方法を用い較差寄

与割合として年齢別に算出し比較したところ，低

年齢での寄与が本指標では Pollad の方法に比べ

小さく，高齢者で逆に大きくなる傾向がみられた。

Pollad の方法と本指標の相違についてはより詳し

い検討が必要であるが，本指標を用いて平均寿命

較差変化の寄与の程度を推測する場合は，本指標

の寄与割合が高齢者で大きくなるという傾向を考

慮する必要がある。

また，本指標は，年齢別死因別死亡率が上昇し

たのか低下したのか，1 時点でのみ上昇していた

かどうかの情報は得られない。較差の変化に寄与

した死因と年齢の理由を考察する場合，死因別年

齢別死亡率の推移やコホート分析などを用いて，

年代別の年齢別死亡状況の変化も観察する必要が

あると考える。

2. 較差の縮小に寄与した死因と年齢について

1985年から2000年の15年間における沖縄県男性

の年齢調整死亡率の全国男性のそれに対する較差

の縮小に寄与した死因は，脳梗塞，心不全，その

他の脳血管疾患（脳内出血，くも膜下出血など），

胃の悪性新生物，虚血性心疾患，肝疾患（肝硬

変，肝不全，アルコール性肝疾患など），自殺，

糖尿病であった。この 8 つの死因のうち，肝疾患

と自殺は中年齢層の寄与が大きかったが，それ以

外の 6 つの死因（脳梗塞，心不全，その他の脳血

管疾患，胃の悪性新生物，虚血性心疾患，糖尿

病）は，高年齢層の寄与が大きく，この 6 死因の

65歳以上の較差変化寄与割合の合計は70.56％で

あった。また，食道の悪性新生物や老衰は寄与割

合が負であり，較差の縮小へは負の寄与をして

いた。

年齢調整死亡率の較差の縮小に寄与した死因と

その年齢の1985年と2000年の死亡率を比べると，

高年齢層の脳梗塞，虚血性心疾患，糖尿病と，中

年齢層の肝疾患が，全国男性がおおむね低下した

のに対し沖縄男性では横ばいか上昇していた。高

年齢層の胃の悪性新生物，その他の脳血管疾患，

心不全の死亡率は，沖縄がおおむね低下したが，

全国の低下がより大きかった。また，中年齢層の

自殺の死亡率は，沖縄も全国も上昇したが，沖縄

の上昇がより大きかった10,11)。

以下に，今回の結果と過去の報告との相違点を

示す。

高年齢層の心疾患や脳血管疾患や胃の悪性新生

物の寄与が大きいことは，過去の文献1,2)と同様

だが，中年齢層の寄与が大きくないことは，これ

までに報告されていない事実であった。中年齢層

の肝疾患の寄与が大きいことは，過去の文献1～5)

と同様であった。自殺については中年齢層の寄与

が大きく，過去の文献1,2,7)では報告されなかった

年齢が明らかになった。糖尿病は，高年齢層での

寄与が大きかったが，中年齢層の寄与が大きいと

した過去の報告1～5)と異なっていた。

また，過去の文献で寄与が大きいと報告された

乳幼児死亡1)と肺がん1,6)の寄与は小さく，過去の

報告と異なっていた。肺がんの年齢別寄与割合は，

70～84歳で正だが，それ以外の年齢ではおおむね

負という特徴がみられていた。

過去の文献では，全国との平均寿命の較差のあ

ったのは2000年以前の期間として1 時点と定めず

に，死亡率の変化を観察している。今回の研究で

は，較差がもっとも大きかった1985年と，較差の

なくなった2000年の 2 時点の較差変化寄与割合を

求めており，較差のあった時点を定めているとこ

ろが過去の文献と異なる点である。年次変動の影

響を考え，肺の悪性新生物の年齢調整死亡率と乳

幼児の死亡率の推移を観察すると，沖縄の1985年

の死亡率がその前後（1980年や1990年）に比べて

著しく高い，または全国が著しく低いということ

はなかった10,11)。1985年以外の時点と2000年の較

差の縮小においても，肺の悪性新生物と乳幼児死

亡の寄与は大きくないと推測された。

沖縄県の高年齢層の脳梗塞，虚血性心疾患，糖

尿病の死亡率は横ばいまたは上昇していた。これ

については食習慣の変化と日常生活の運動量の変

化が関係していたと考えられる。沖縄県県民栄養

調査から，沖縄の戦後から現在までの栄養摂取量

の推移をみると，エネルギー摂取量に占める蛋白

質と脂肪の割合は上昇し特に脂肪は1970年代から

推奨摂取基準の25％を上回り現在では30％を超え

ている。この傾向は沖縄県女性でも同様で，脂肪

摂取割合の上昇と高齢者（特に75歳以上）の脳梗

塞，虚血性心疾患と糖尿病の死亡率の上昇がみら

れている。しかし脂肪の摂取が推奨摂取基準上限

程度で推移していた日本（全国）では，高齢者の
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虚血性心疾患と糖尿病の死亡率が横ばい又は低下

していた。2000年時点の沖縄の高齢者は，1970年

代以降に，脂肪過剰摂取の影響を受け続けていた

と考えられる。この他に，沖縄では緑黄色野菜摂

取量は減少している13～15)。また，日常生活の運

動量は，沖縄県の年齢別 1 日平均歩行数が，男女

とも全国と同程度かやや下回り13)，通勤・通学に

乗用車を利用する者の割合が全国に比べ高い16)等

の報告がある。県民の日常生活の運動量の推移を

観察することは難しいが，戦後のある時点から沖

縄県民が運動不足になった可能性がある。沖縄で

は，脂肪の過剰摂取，緑黄色野菜の不足，運動不

足といった，脳梗塞，虚血性心疾患，糖尿病の危

険因子が出現したため，死亡率が上昇あるいは横

ばいになったと考えられる。

高年齢層の胃の悪性新生物，その他の脳血管疾

患の死亡率の低下が，沖縄が全国に比べ小さかっ

たことについては，全国の食習慣の変化が大きく

影響していると考えられる。全国の栄養摂取量の

推移を見ると，蛋白質，脂肪，緑黄色野菜は摂取

量が少なかったが，増加し，ナトリウムは過剰摂

取であったが，減少している14)。ナトリウムにつ

いては，沖縄は全国より摂取量が少ないが，変化

は少ない14)。高年齢層の胃の悪性新生物，その他

の脳血管疾患については，高塩分，緑黄色野菜不

足などの胃がんの危険因子と，低蛋白，低脂肪，

高塩分，緑黄色野菜不足などの脳出血の危険因子

が全国で改善したため死亡率が著しく低下したと

考えられる。沖縄でも治療技術の進歩や救急医療

体制の整備等により死亡率は低下したが，危険因

子がなくなった全国より低下の程度が小さかった

と考えられる。

中年齢層の肝疾患の死亡率が上昇したことにつ

いては，沖縄でのウイルス肝炎の増加と関係があ

る可能性がある。ウイルス肝炎の死亡率の推移を

みると，中年齢層の死亡率の上昇がみられ

る10,11)。中年齢層のウイルス肝炎による死亡が，

一部肝疾患による死亡に含まれ，中年齢層の肝疾

患死亡率の上昇が起こった可能性も考えられる

が，さらに沖縄における肝炎の流行の確認や誤分

類の影響の大きさ等を確認する必要がある。

心不全は沖縄で死亡率の減少が少なかったが，

死亡率の推移をみると，男女とも1995年から2000

年にかけて沖縄で上昇している。心不全は，原因

不明の死亡の際に死亡理由として記載されること

があるが，沖縄では，原因不明と判断される死亡

が増えているのか，さらなる検討が必要である。

中年齢層の自殺の死亡率が上昇したことについ

ては，沖縄の失業率の増加と関係があると考えら

れる。沖縄県の完全失業率の推移をみると，1998

年に上昇がみられ，以降高水準で推移してい

る17)。また，年齢別完全失業率の長期間の推移は

観察できなかったが，1998年以降中年齢層は高年

齢層より高い水準で推移している17)。失業率の高

い地域と自殺死亡率との関係は，これまで多く報

告されており18～20)，沖縄県で失業率が上昇した

ことが自殺の死亡率を高めた可能性が考えられる

が，失業と自殺の因果関係の確認や自殺の他の危

険因子の影響も確認する必要がある。

今後沖縄県が再び長寿県となるために，虚血性

心疾患，脳梗塞，糖尿病の危険因子と考えられる

脂肪摂取量の減少，緑黄色野菜の摂取量の増加，

日常生活における運動量の増加などの対策を行う

必要があると考えられる。

その他に，肝疾患に関係していると考えられる

肝炎ウイルスの罹患状況を把握し，対策を行う必

要があることと，自殺の上昇については失業率と

の関係や他の危険因子の影響を確認する必要があ

ると考える。

沖縄県女性は2000年都道府県別平均寿命が 1 位

であり，全国との較差がある。しかし1985年以

降，男性と同様に全国との較差は縮小してきてい

る21)。女性の較差の縮小に寄与した死因と年齢の

解析は今回行わなかったが，すでに述べた様に，

食生活や生活習慣の変化は男性と同様の傾向にあ

る13～16)。沖縄県女性においても脂肪，蛋白質の

過剰摂取，緑黄色野菜の不足，運動不足という危

険因子の対策が必要であると考えられる。

本研究では，沖縄県男性と全国男性の年齢調整

死亡率の較差の縮小に寄与した死因と年齢の寄与

について，その寄与の程度を死因別年齢別に明ら

かにすることができた。

今回の研究で取り上げられた死因とその年齢

は，いずれも疾病予防対策上重要であると考えら

れる。平均寿命の較差の変化に寄与した死因と年

齢の寄与の程度を推測する方法として，較差変化

寄与割合は有用な指標であると考えられる。
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Age and cause of death contributing to reduction of disparity in age-adjusted
overall mortality between males in Okinawa and mainland Japan

Hideki ISHIJIMA*, Masaki NAGAI*, Satomi SHIBAZAKI*, Akiko OHTA*, and Michiko IZUMIDA*

Key words：diŠerence-change contribution proportion, life expectancy at birth, cause of death, age,
Okinawa

Objectives We here propose a new index, the diŠerence-change contribution proportion, to
quantify contributions of age and cause of death to diŠerences in age-adjusted overall mortality disparities
between two groups over time. The present study was conducted with the aim of elucidating age and cause
of death contributions to the recent decrease in disparity in life expectancy between males in Okinawa and
mainland Japan.The longer-term goal is to apply the ˆndings to developing appropriate preventive meas-
ures against diseases for Okinawa people.

Methods Changes in disparity between age-adjusted overall mortality of male populations of
Okinawa and Japan nationwide during a 15-year period, between 1985 and 2000, were measured and
diŠerence-change contribution proportions for age-adjusted overall mortality were computed.

Results Causes of death that showed high diŠerence-change contribution proportions included
cerebral infarction (24.26％), cardiac failure (18.45％), other cerebrovascular diseases (15.11％), malig-
nant gastric neoplasms (11.89％), ischemic heart disease (11.06％), hepatic disease (10.93％), suicide
(5.71％), and diabetes (5.36％). Of these, cerebral infarction, cardiac failure, other cerebrovascular dis-
eases, malignant gastric neoplasm, ischemic heart disease, and diabetes indicated high diŠerence-change
contribution proportions among seniors 65 years old and above, while hepatic disease and suicide ranked
highly among the middle-aged.

Conclusion The results of this study revealed the extent of age and cause of death contributions to
the decreasing disparity observed between populations of Okinawa and Japan nationwide in male age-ad-
justed overall mortality. The causes of death and the age revealed by this study are critical to taking preven-
tive measures against diseases. Moreover, this study conˆrmed that the diŠerence-change contribution
proportion is a useful method to quantify contributions of age and cause of death to changes in variation
regarding life expectancy.
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